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図８ 重要化する新しい研究対象ないし行動概念 

 

       （注）著者作成。 

 

 上記にも関連するが、いま一つの新しい研究対象として「社会関係資本」がある。

そもそも資本とは、最も本源的な意味では人間にとって何らかの価値を将来生み出す

一連の資産のことであり、通常、私的資本と社会的資本に区分される。後者について

は従来、道路、上下水道、空港、公園など、いわばハードの社会共通資本（social 

overhead capital）の重要性が従来から注目されてきた。しかし最近は、ソフトの社

会資本が「社会関係資本」あるいは「ソーシャル・キャピタル」（social capital）と

して急速にクローズアップされている8。こうした意味での社会関係資本には三つの

形態、すなわち(1)信頼関係、(2)ネットワーク、(3)制度（各種のルールや規範）があ

るとされ（Ostrom and Ahn 2003: introduction）、これらは社会問題に対する共同対

応力（協調行動）を強める要因として注目されている。 

                                                
8 関連する邦文文献としては宮川・大守（2004）があり、また多くの関連論文を集めた書物として Ostrom 
and Ahn (2003)、Castiglione, van Deth and Wolleb (2008)、Svendsen and Svendsen (2009) がある。 
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 また、これまでは諸問題の解決に際して「政府か市場か」という二分法で捉えられ

てきたが、従来の政府独自の行動、あるいは民間（企業）の伝統的な行動という慣例

を超え、政府や企業において新たな動きが活発化しているのも近年の特徴である。そ

の一例が「公民連携」（public-private partnership、略して PPP）である（根本 2010）。

これは、公共財・公共サービスの提供においても何らかのかたちで市場機能を活用す

ることを特徴としている。すなわち、政府あるいは地方自治体が政策や公共事業（公

共サービス事業、まちづくり、都市計画等）を行う際、民間に開放して参入してもら

う形で連携して実施することである。民間資金を活用した社会資本整備（private 

finance initiative、PFI）はよく知られた形態の一つである。PPP の目的は（1）公

的サービス提供の効率化（value for money）、(2)民間部門へのリスク移転、にある

とされる（OECD 2008）。このうち、（2）の観点からみると、PPP は二つの対極的な対

応（政府による全量生産、完全民営化）のちょうど中間的な対応方式になっている（図

９）。純粋な二分法の視点による対応よりも長所が多い PPP を活用する動きは、海外

にも広くみられている（OECD 2008）。そして日本においても、鉄道、都市開発、社会

福祉サービスなどの分野でこの例が広がりつつある（福川・林原 2010）。 

 

図９ リスク負担と各種官民連携  
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 いま一つの例は、企業には従来以上の任務が加わっているとする企業の社会的責任

（corporate social responsibility、CSR）論である。CSR には多様な定義がなされ

ており、何か新しい責務が唐突に付加されたという趣を持った考え方もある。しかし、

突き詰めれば、企業は基本的に社会が求める財やサービスを効率的に生産し供給する

ことを基本的な任務と組織体である。したがって、その活動の社会への影響を意識し

つつ自己責任の経営を正直かつ誠実なやり方で行うこと（平田 2005）、それが CSR の

基本になる必要があろう。そのためには、法令遵守をはじめ、企業倫理基準や国際基

準に合致する活動をすることが前提であり、その結果、従業員や取引先などのステー

クホルダーをはじめ、消費者、地域社会、そして地球環境にまで配慮した活動を行う

ことが究極的に求められることになる。つまり、企業が意志決定や活動をする場合、

私的利益という尺度に加え公益（public interest）をも考慮する必要性が大きくなって

いる。これが新しい時代における企業の組織、管理（コーポレートガバナンス）、な

らびに行動の姿である。 

 以上みた幾つかの例に共通するのは「ガバナンス」（何らかの権限あるいは合意に

よって関係者の間における一つの秩序ないしシステム作動の仕組みが作り出されて

いる状態）9あるいは「制度」10である。従来の二分法にはなじまないこのような概念

を軸とした視点の重要性が近年高まっている。そしてその研究も一層注目されるよう

になっている11。そうした流れの中で総合政策学12は、まさにこうした中間的組織、

あるいはガバナンスや制度といった面から社会を捉えて問題を解決してゆくことを

視点とする新しい学問領域にほかならず、その発展が期待される13。 

 

 

                                                
9 岡部（2006a：29ページ）。 
10 制度とは、国家・社会・団体などを運営してゆくうえで定められた規則、手続き、仕組みのこと。
法律・判例・契約・各種規定など形式が整った公式のものだけでなく、慣行・規範・タブー・伝統な

ど非公式のものも含む（岡部 2006a：20ページ）。 
11 2009年度のノーベル経済学賞が「ガバナンス」の研究者 2名（Ostrom 2010; Williamson 2010）に対
して授与されたのは、こうした中間領域の現実的ならびに理論的な重要性が認識されたことを意味す

るものであり、たいへん好ましいことである。 
12 総合政策学の詳細は、岡部（2006a, 2006b）を参照。その重要な性格の一つは、最近の研究成果を援
用すれば「多様性の論理」（複数学問領域からの理解、問題解決関与主体や解決方法の多様性に基づく

強さ）（Ioannides 2010）であるといえる。 
13 総合政策学という学問を体系化することも大きな課題である。著者の構想はかつて岡部（2009a）の
「付論３ 総合政策学の理論化（試案）」として提示した。 
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５．結論 

 本稿の主要な論点は以下のとおりである。 

（1）伝統的に経済政策の目標とされてきたのは 1）資源の効率的な配分、2）景気と

物価の安定、3）所得の公正な分配、であり、それらは論理的にも強く支持される。

その後、4）経済成長、5）革新、6）環境保全、7）生活の質なども政策目標に加わっ

てきている。 

（2）政府がこれらの政策目標を達成しようとして行動する一方、民間部門はそれに

対して受動的に対応するという理解（制御工学的な政策観）は、現実描写として単純

に過ぎる。政策形成においては政治的側面も関わってくるほか、政策の有効性は民間

部門の期待や行動動機などによっても左右される。このため近年は、政策過程ないし

政策の有効性確保に関する研究も多い。 

（3）標準的な経済政策論には、二つの大きな問題が指摘できる。一つは、定量的に

把握しやすい政策目標（効率性など）を中心に従来から議論がなされてきており、そ

うでない政策目標（社会の安定性、美徳、文化的価値、公平性など）はともすれば除

外する傾向があったことである。もう一つは、政策の運営主体として政府を前提する

場合が多く、NPO/NGO など従来の二分法では明確に位置づけられない各種「中間組

織」の役割がほとんど扱われていなかったことである。 

（4）政策目標が二つ（例えば効率性と自由）の場合には適切な政策を選択すること

は比較的易しいが、目標が三つ（例えば公平性を追加する場合）あるいはそれ以上の

数になると、以前選択されなかった政策が新たに選択される可能性が生じる。このよ

うな視点に立つならば、市場メカニズムを重視する主流派経済学（新古典派経済学）

の論者が主張する政策論は修正する必要がでてくるケースが少なくない。このことを

農業政策、企業政策、雇用・賃金政策を例にとって示した。 

（5）経済政策の運営主体としては、従来「市場か政府か」という二分法による理解

がなされてきたが、近年は政府のほか NPO(非営利組織)や NGO(非政府組織)といった

中間的組織あるいは協働体（広く捉えるとコミュニティ）の役割が実質的に重要にな

っている。これは理論的にも支持される。 

（6）中間的組織の働きが重要になるに伴い、経済政策が対象とすることがらや対応

方法に関しても新しい概念ないし対応方法が多数登場している。共有資源、社会関係

資本（social capital）などが政策対象として脚光を浴びているほか、政策運営主体間の
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協調である公民連携、従来の行動範囲の拡大である企業の社会的責任（CSR）論など、

社会問題の解決において政府以外の主体が従来にない方法で関与する場面が増えて

いる。 

（7）経済政策論においては、従来の単純な二分法を超える行動主体を重視する必要

が高まっているほか、ガバナンス、制度といった新しい概念を軸とした研究、あるい

はそれらを基本的性格とする総合政策学の発展が期待される。 
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